	年月日
	平成１８年　５月１９日
	サービス種別
	福祉用具貸与

	標　題
	要支援１、２及び要介護１利用者の福祉用具貸与費（車いすと移動用リフト）の算定可否について

	趣　旨
	要支援１，２については、「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」及びその表の定めるところにより、要介護１については、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成１２年老企第３６号）及びその表の定めるところにより、福祉用具貸与費の要否を判断することとなっているが、「要介護認定等基準時間の推計の方法」（平成１１年厚生省告示第９１号）別表第１の認定調査票のうち該当する基本調査結果がないものについて、以下のとおり本市の判断基準を定めるもの。

	考え方・方針の整理に至った背景等
	本事例に関する問い合わせが多く、介護給付適正化の視点から整理が必要であること

	考え方・方針
	１　車いす（電動車いす）

　表「日常生活範囲における移動の支援が特に必要と認められる者」の判断について

· 判断基準

基本調査２－５「（歩行について）２．何かにつかまればできる」との結果の者で、かつサービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントのもとで次のいずれにも該当すると判断した者。なお、判断に至った記録を行っておくこと。

ア　車いす（電動車いす）の利用により、買い物や通院などを利用者自身で行うことができるようになり、行えるようになった外出行為に対して訪問介護（外出介助）の利用が不要となること

イ　車いす（電動車いす）が、単なる気分転換や閉じこもり防止の目的ではなく、利用者自身が日常生活を営む目的（利用者が行う仕事上の利用は除く。）で利用されること

２　移動用リフト

　表「生活環境において段差の解消が必要と認められる者」の判断について

· 判断基準

サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントのもとで、利用者自身の自力での移動ができない程度の段差等がありその居宅において日常生活を営む上で必要であると判断した者。なお、判断に至った記録を行っておくこと。

	関係法令等
	· 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について第二１１（２）
· 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について第二９（２）


介護サービス・介護報酬に係る福岡市の考え方・方針
補足事項
１　車いす（電動車いす）について

判断基準で示す対象車いすは、電動車いすのみとする。

判断基準アに関する点

「訪問介護（外出介助）の利用が不要となること」は「訪問介護（外出介助）の利用が減ること。」も含む。

「現在電動車いすを利用している者であって、電動車いすを外すことにより訪問介護（外出介助）の利用が必要になること」もアに準ずるものとする。

別に電動車いすの利用が必要であると考えられる者がいる場合は、ケアマネジャーは、本市担当者に当該利用者の状況等を説明し、必要に応じてケアプランを提出するなどしてその必要性を協議すること。

２　移動用リフトについて

判断基準の対象となる移動用リフトは、段差の解消を目的とする移動用リフトに限る。
